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第 1 章 本論のねらいと視野 
 
第 1 節 モンゴル高原と牧畜をめぐる基本条件 
本論文は、モンゴル国および内モンゴル自治区におけるモンゴル牧畜社会で行われている
牧畜戦略の多様化が、現在の社会文化的状況に対応していかに変化しているかを検証するこ
とを目的としている。分析の主対象となる時期は 1990 年代から現在までで、主に市場経済
の浸透とそれに対応した多様性の変化を検討するが、現状評価の参照枠として 20 世紀初頭
以降の状況に適宜言及する。また検討に用いる資料は主として筆者の 1990 年代から現在ま
でのフィールド調査資料で、補足的に同時代的な政策等に関する資料、あるいは過去の状況
に関する先行研究のデータ等を利用していく。 
本地域の環境的な特性は、低温乾燥である。低温乾燥の環境的特性は、植物の生育にとっ
て望ましい状況ではない。こうした環境は、当然ながら植物を育てることで食料を確保する
農業という生業にとっても好ましいとは言い難い。その結果、モンゴル高原の広大な範囲で
最も安定的な生業としての選択肢は牧畜となっている。 
ただし、モンゴル高原における安定的な生業が牧畜であると言っても、それは必ずしも同
地域内における農業や都市の存在を排除するものではないし、また牧畜民が自給的に生業を
行っていることを含意するものでもない。本論文が対象とする 1990 年代から現在までにつ
いては、すでに述べたとおり市場経済の浸透が一大テーマとなっている。しかし、それをあ
たかも「伝統」に対置される「近代」のように、つまり完全に異質な現象として理解するこ
とは、少なくともモンゴル牧畜社会に関する限り、大きな問題を含んでいる。また別の問題
として、モンゴル国と内モンゴル自治区の牧畜実践の差異を、同様に完全に異質な現象とし
て理解することもまた、筆者は正当ではないと考えている。 
 
第 2 節 モンゴル（人民共和）国における社会主義化と民主化 
本論文での中心的な議論の対象は、次節で議論するように牧畜戦略である。ただし、牧畜
戦略に関する諸アイデアは、主にモンゴル（人民共和）国における社会主義化と民主化とい
う、社会経済制度の変遷とそれに伴う国家側のインパクトの履歴、そしてそれに対する牧畜
社会側の応答の分析から析出してきたものである。そこで、本節では社会主義と民主化がモ
ンゴル国、つまりモンゴル高原北部の牧畜社会にいかなる影響を与えてきたかを概観する。 
本節は議論の対象をモンゴル高原北部、つまり現在のモンゴル国の領域に絞り、1921 年の
社会主義革命を直接的な契機とする社会主義化と、1991 年のソ連崩壊を契機に発生した民主
化によってもたらされた変化を、草原の利用目的、利用主体、利用方法の変化に着目して検
討する。人民革命以前の状態については、（Humphrey and Sneath 1999:219-232）の研究
を手がかりとして、特に物資獲得手段すなわち草原の利用方法を中心として確認していく。 
そこでは、利益中心的（あるいは専門家的）モードと生業的モードを両極とする、幅のあ
る牧民の生産活動像を提唱されている。前者は貴族、宗教施設、地方政府、そして豊かな平
民などによる大規模家畜所有を基盤にしており、その特徴は大規模群の専門家的牧畜であり、
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時には単一家畜群を構成するという。また目的論的には、財産としての家畜群から最大の利
益を得るための草原利用形態である。一方の生業的モードは、家庭内の需要を満たすことを
指向する。これは各種家畜を少数ずつ所有し放牧する世帯に特徴的な様式である。大規模牧
畜に携わらない人々はより生業的モードを指向し、草がなくなった場合など不可避的な場合
に限り移動を行う傾向があったという（Humphrey and Sneath 1999:225-228）。 
モンゴル人民共和国における集団化は、5 カ年計画の導入が契機となった。ネグデル（農
牧業協同組合）はかつての封建領主や寺院と同様、移動を管理し、単一種の群れを作り、牧
地を割り当てた。しかもその組織率の高さにおいて、利益中心的モードがすべての牧民と大
半の家畜を含むほどに極大化したのである。 
1991 年末に発生したソ連崩壊は、民主化という形でモンゴルの草原世界にも大きな影響を
与えた。牧民たちは民主化を契機に、自分の持ちたい家畜を好きなだけ持て、自由に移動で
きるようになった。しかし同時に既存の流通機構からも「自由」、すなわち農牧産品をノルマ
達成のために大量に生産し、国家へ供出する必要もなくなったが、同時に農牧産品を移出す
るための回路もなくなり、また外部の物資は購入したくともやってこない、という状況に陥
ったのである。 
その結果、国家レベルの家畜頭数は増加に転じ、1999 年に 3357 万頭に達する。結局この
未曾有の家畜頭数は、2000 年に始まる全国規模のゾド（雪害）ゾドにより 2002 年には 1989
年と同水準まで激減する。また、これにより家畜つまり生活基盤を失った牧民を中心に、ウ
ランバートルなど都市部への人口流入が加速することになる。 
 
第 3 節 牧畜戦略と郊外化の概念 
以上が、本論の主たる議論の対象となる 1990 年代以降の牧畜へと至る、モンゴル国側で
の 100年ほどの歴史プロセスである。一方、内モンゴル側で同様の事象を見出そうとすれば、
1949 年の中華人民共和国成立と 1983 年に開始する改革開放、つまり社会主義経済の実質的
な放棄であろう。むろん、内モンゴル側においても出発点となる前近代の社会構造はモンゴ
ル国側と大差ないものであり、それは多かれ少なかれ中華人民共和国成立まで継続したこと
を示唆する研究は少なくない（例：Sneath 2000; 後藤 1942）。 
国境線を挟んでの社会主義化は、基本理念的には類似しつつ、ただし農耕化や都市化、あ
るいは人口流動などの表現型においては相違しつつ推移したといえよう。むろん、社会主義
経済が放棄されてから、両者の間には視覚上の大きな差異が出現したことはすでに述べたと
おりである。だが、その視覚上の差異は、牧畜民の実践する牧畜戦略にどの程度対応してい
るのだろう。これが本論文の問題意識の一つであるが、個別事例の分析に入る前に、この牧
畜戦略という概念について先行研究を参照しつつ検討したい。 
モンゴル高原における牧畜は、牧民が自らの生活を維持するために行っている行為である。
つまり牧畜戦略とは、牧畜でどのような生活を実現しようとするのか、というモデルのこと
になる。牧畜でどのような生活を実現しようとするかは、牧民により一様ではないものの、
さりとて個人が完全に自由に選びとれるものでもない。それは牧畜や環境に関する知識・技
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術に由来する制限であったり、彼らのおかれた社会的状況による制限であったりするのだが、
いずれにせよある時代の、あるいはある地域の牧畜戦略は、単数ではないかもしれないにせ
よ、いくつかの類型に収斂すると推測可能である。牧畜戦略に大きな影響を与える要素とし
て、筆者が着目するのは民俗知識、制度、個人の置かれた諸条件である。これらの 3 要素が
組み合わさって、個人の牧畜戦略が選び取られる。 
本論文では、1990 年代の牧畜と 2000 年代の牧畜は異なったものであるという過程で議論
を進めている。本論では前者を、社会主義的経済政策という別の意味での類似性を有してい
た時代からモンゴル国と内モンゴルの牧畜戦略の類似性が 1990 年代より高まった現状への
過渡期という意味で、移行期と呼ぶ。一方、後者の特徴は諸インフラの整備に特徴づけられ、
これが国境を越えた資本投下によりもたらされたという意味で、「グローバル資本投下期」と
呼ぶ。 
グローバル資本投下期の特徴として、郊外化現象が指摘できる。これは、都市周辺や幹線
道路沿いなど、都市部へのアクセスが良い場所、すなわち「郊外」に牧民が集中していく現
象である。なお郊外に対立する概念は遠隔地である。牧畜空間の郊外と遠隔地への分化は、
グローバル資本投下期に顕著にみられる現象である。 
ところで、日本の人類学的牧畜研究においてモンゴルより長い研究史を持つアフリカを調
査地とする研究者は、移行期あるいはグローバル資本投下期について、どのような認識を持
っているだろうか。湖中は、アフリカの生業経済が「グローバルな市場経済の比較的周辺部
に位置している」との認識を示したうえで、事例として取り上げる牧畜民サンブルが、1991
年に家畜の定期市が開設されることでグローバルな市場経済との関係構築を迫られ、その結
果として生業経済と市場経済が併存的に複合化した現象である牧畜二重経済をもたらしたと
指摘する（湖中 2006:1-2）。 
湖中の研究が 1990 年代に行われたものであることを想起すれば、本論文が示す時代区分
としては、牧畜二重経済的な状況が移行期に対応し、グローバル資本投下期は「将来」の状
況に近いと思われる。少なくとも、生業的な次元が独立した領域として存在していた状況を
措定しがちな生業論としては、グローバル資本投下期は生業的な要素が消滅しているわけで
はないにせよ、その領域が縮小ないし生産との混交した状況であると理解できよう。本論文
は二重経済の存立しうるマージンが極小化した現状において、牧民がいかに自らの牧畜実践
をマネージしようとしているのかを示そうとする試みである。 
 
第 4 節 本論文のもくろみと学問的意義 
次章以降の本論文では、まずモンゴル国部分に関して具体的なデータに基づき、こうした
仮説的なストーリーを実証していくとともに、現在の内モンゴルに関しても同様な牧畜戦略
の空間配置の存在を明らかにするとともに、そこへ至るストーリーを検証していきたい。む
ろん、モンゴル国のストーリーとは経過のプロセスも時間配分も異なるだろうが、現状とし
て共通しているのはグローバル化された市場経済の牧畜社会への浸透である。 
本論文の意義は第一に、郊外化というアイデアで、モンゴル高原における現在の牧畜戦略
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の多様性とその空間的分布状況を説明したことにある。さらに地域研究の文脈では、牧畜戦
略という視点から国家の枠組みを超えた比較可能性を提示したこと、人類学の文脈において
は、すでに生業的とは言い難い現在のモンゴル牧畜について、生業的な牧畜との連続性にお
いて牧畜戦略を論じうる点を示したことで生業論研究の進展に貢献した点に意義があると言
えるだろう。 
 
第 2 章 モンゴル国遠隔地における牧畜ユニットの構成と季節移動 
 
第 1 節 オンゴン郡における牧畜ユニット 
本章では、2000 年以降「遠隔地」となっていくモンゴル国スフバートル県の調査事例を題
材として、主に 21 世紀初頭までの本地域の立地の特徴、牧畜ユニット（ホトアイル）の構
成や季節移動などの変動について論じる。本章ではスフバートル県でも南部に位置するオン
ゴン郡の事例を扱う。同地は筆者が 1997 年、1998 年、1999 年、2001 年および 2008 年に
現地調査を実施しているが、まずは 1990 年代後半、つまり「プレ遠隔地」としてのオンゴ
ン郡がいかなる場所であるのか、その特性について述べたい。 
調査地は、清朝時代「ダリガンガ牧厰」と呼ばれる地域で、清朝直轄地であった。ただし
現地は 1923/24 年のゾドで大打撃を受け、特に大家畜については壊滅的な被害を被った（カ
ザケーヴィチ 1939：109）。こうしたプロセスを経て、ダリガンガ地域の牧畜に関する社会
的条件は周辺諸地域と平準化されていったものと想像される。 
オンゴン郡における牧民の最小居住単位は「ホトアイル」と呼ばれる集団である。モンゴ
ル語で「ホト」は宿営地を意味するので、直訳すれば「宿営地世帯」となる。ホトアイルは、
単に居住の単位にとどまらず、労働の単位でもある。ホトアイルには、「アハラクチ」と呼ば
れるリーダー格の人物がいる。筆者の調査した範囲では親族・姻族以外の他人を牧畜労働者
以外の形で含むホトアイルは 1999 年の調査データ（18 事例）に 3 事例を見出し得るのみで
あり、オンゴン郡の現状としては、友人とホトアイルを構成するのは一般的でない。1991
年の家畜私有化に伴うホトアイルの構造上の変化として最も顕著な点は、親族中心の構成原
理によるホトアイルの再編成と、構成世帯数の増加であった。 
モンゴル牧民の季節移動は、少なくとも理念レベルにおいては年 4 回、春夏秋冬それぞれ
の季節に応じて営地を変更するのに伴い行われる。こうした季節移動の範囲として、バグと
いう行政単位がある。現在、営地選定は、基本的にホトアイルのアハラクチがみずからの判
断で行っているが、冬営地・春営地は、バグ長が認可した一定の場所があり、ゾドなどの事
情がない限り、制度的には他の場所で放牧する事はできない。一方、夏営地・秋営地は場所
的にはバグ内であればどこでも自由であり、営地の場所をバグ長に申告するだけで構わない。 
郡中心地には、さまざまな社会的インフラが揃っている。その中で郵便電話局は、外部と
の通信の門戸であると同時に、郵便の車がバスを兼ねているという点で、交通の要衝でもあ
る。共時的に解釈する限りにおいて、郡中心地は恒常的に人や物が集合しているという理由
によって、郡という地域社会において求心力を保ち、地域社会を成立させていると言える。 
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第 2 節 夏季の営地選択の年変動 
本節では年ごとの気象条件等によって選択幅の比較的大きい夏季の営地選択の年変動を検
討する。筆者自身がモンゴル国スフバートル県オンゴン郡で 1997 年 7 月、1998 年 8 月、1999
年 7-8 月に行った現地調査の資料を利用するが、1997 年は、非常に高温・乾燥した年であっ
たのに対し、1998 年は、一転して低温・湿潤な年であった。また 1999 年は再び乾燥した年
であった。なおモンゴル国の移行期的状況に大きな転換をもたらす嚆矢となった 1999/2000
年のゾドはこの干ばつに引き続いて発生した。 
夏営地は、牧民の主体的な判断によって、毎年の営地の場所を簡単に変更しうる社会的条
件が整っている種類の営地である。インフォーマント自身が「同じ場所」と認識する 1 キロ
メートル以下の微小な移動を除いた、インフォーマント自身が認める営地の変更は、17 事例
中、7 事例について見られた。 
1998 年に比べて 1999 年および 1997 年が乾燥した年で、水の確保が困難であり、草の生
育が悪かった。さらにホトアイルの分割も、「雨が少ない」（NS04）、「旱魃」（1997 年、NS12）
という牧畜の便宜によって発生している。こうした点から、モンゴルの牧畜という生業が、
自然環境に臨機応変に対応しうる、あるいは対応せざるを得ない性質のものであることが確
認できる。ただし問題は単なる水や草生の良否ではなく、むしろそうした資源と、それを利
用する家畜数のバランスである。 
オンゴン郡の牧民の営地選択には、変更を阻害する要因と、変更を促進する要因という、
相反する方向性の力学が存在する。前者は理想レベルにおける、「意中の場所」への固執であ
り、後者は現実レベルにおける、水や草生などの資源と家畜数とのアンバランスである。両
者はいずれも、究極的には牧民の主観的認識であり、あるホトアイルの代表者が、前者を後
者が上回ったと判断したとき、ホトアイルの営地変動が発生するのである。そして、この営
地の変更先は、個々のホトアイルの戦略的判断に基づくものである。さらに、ホトアイルに
属する個々の世帯レベルでは、別のホトアイルへの参加という選択も開かれているわけであ
り、こうした多様な集団レベルにおける力学の総和によって、モンゴル牧民社会の流動性が
生み出されている、といえるだろう。 
 
第 3 節 年間移動ルートのパターン 
本節では主としてバグごとの四季の季節移動に関するパターンを分析する。オンゴン郡の
牧民においては環境面での圧力が低い場合には相当程度、季節移動のルートが固定しており、
さらに同一バグの牧民の移動パターンは少なからず似かよってくる傾向がある。本節では、
この傾向について、具体的な事例データを対照しつつ詳細に検討したい。 
移動パターンに影響を及ぼしうる要素としては家畜構成や家畜数も考えられる。第 2 バグ
は他のバグの平均値と比較してラクダと小家畜の数が少ない点であろう。一般に、家畜数が
少なければ牧地に対する負荷が少ないため、季節移動に対する必要性は減少する。 
ただし第 2 バグ所属の牧民には、小家畜を 750 頭以上所有する牧民も含まれているが、特
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この牧民の移動距離は特に短い。一方で、第 5 バグに属するある牧民の移動パターンは第 1
バグの住民のうち長距離移動を行うグループと同一であるが、彼の所有家畜は全事例中でも
極めて少ない方である。これらの事実は、季節移動の距離は単なる所有家畜数の関数から導
かれるわけではないことを示唆している。 
以上の検討から、バグごとの四季の季節移動に関するパターンの差異は、単なる所有家畜
数や家畜構成比から導かれるものではなく、別種の環境的・社会的要因によるものであるこ
とが想像される。本節では 17 事例の季節移動について、主に 1998 年の聞き取りから得たデ
ータを記したうえで、2001 年および 2008 年調査時のハンディ GPS データ、旧ソ連製地形
図データ、Google EarthTMの衛星写真などの相互参照を通じ、季節移動の図化を試みる。 
そこで明らかになったのは、長距離移動を行わない第 2 バグと長距離移動が主体である第
1 バグ・第 3 バグとの違いである。その原因としては、清朝以来の「伝統的」牧畜の在り方
の違い、第 2 バグはホンゴル・ソムという別の行政単位に組み込まれていたために南部とは
異なった集団化体験を経ている点、南北のエコロジカルな差異などが考えられる。 
現状ではそれぞれのファクターがどの程度の影響を及ぼしているのか明確にし得てはいな
いが、いずれにせよこの極端な対照は興味深い現象である。少なくとも、こうした差異が集
団化時期の移動パターンを踏襲していることは現地の牧民も認めているので、ネグデルとい
う近代国家の牧民に対する移動管理機構による既存の移動パターンの是認、もしくはネグデ
ル自身による新たな移動パターンの創造という経緯を経ての現状であることは間違いない。
とすると、季節移動に関する限りオンゴン郡には近代国家の介入を前提とするネグデル時期
の影響が強く残っており、その意味でグローバル資本投下期における遠隔地の季節移動パタ
ーンは、ネグデル期の連続として理解すべきであろう。 
 
第 3 章 内モンゴルにおける牧畜ユニットの構成と季節移動 
 
第 1 節 内モンゴルにおける定住化プロセスとゾドの影響 
本章では、内モンゴル自治区シリンゴル盟の調査事例を題材として、主に 1990 年代後半
に進行していた牧地の分割および定住化、それに対応した牧畜ユニットの編成、そして家畜
の季節的流動性の保持などについて検討した後、第 2 章で述べたモンゴル国の 1990 年代末
頃の状況との比較を行う。内モンゴルを対象とした分析では、牧地の分割という制度の変更
に対する牧民側の牧畜戦略の組み替えが主たる対象となるが、本節ではまず 1990 年代に至
るまでの季節移動の変化、および第 1 章でも触れた 1977/78 年のゾドがシリンゴルにおける
牧地の分割や定住化に間接的に及ぼした影響について検討する。 
1977/78 年のゾドの一因には家畜数の増加が挙げられる。1977 年が文革末期の混乱期であ
ることを想起すれば、1990 年代のモンゴル国と同様に、流通の混乱が家畜の移出を妨げ、家
畜数を増加させたことがうかがわれる。そして文革終結後、社会主義的政策の実質的な放棄
を意味する改革開放政策が開始すると、家畜および牧地の世帯への分配が開始する。東ウジ
ュムチン旗ホルチグ＝ガチャで起こった現象は春夏営地の固定家屋化と、秋冬営地における
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従来的な牧畜の継続であった。彼らは 1987 年より、固定家屋・家畜小屋・家畜囲い・干し
草貯蔵庫を作り始め、1992 年末までに、牧民世帯はこうした施設を建設し終わるとともに、
春営地として分配された 35-200 ヘクタールの草原を有刺鉄線で囲った。1993 年の調査時点
で 90 パーセント以上の牧民が固定家屋（主にレンガ造りの瓦葺）を建設しており、固定家
屋の間隔は 0.5-1.5km であったという（Li, Ma and Simpson 1993:68）。 
李らの報告では 1977/78 年のゾドがその後の定住化を招来したとは明記されていないが、
両者の間には因果関係が認められる。筆者が 1996 年 6 月にアバガ旗人民政府で聞き取り調
査を行った際に、政府の牧畜セクションの幹部が 1977/78 年以前は遊牧、その後は定住と時
期区分し、1996 年を集約化への過渡期と位置付けていた。ここでいう定住とは季節移動の消
滅ないしは極小化という程度の意味で、固定家屋への居住を必ずしも意味してはいない。ま
た、定住化には牧地の私有化という制度的変更が決定的な作用を果たしていることも事実で
ある。だが一部の人たちの間にとはいえ定住の必要性を認識させ、定住化の素地を提供した
という意味で 1977/78 年のゾドは内モンゴルにおいて一つの転機となったといえる。 
筆者の調査事例から窺い知ることができるのは、牧畜ユニットを構成する世帯数が減少し
ていき、最終的には 1 世帯で経営がなされる傾向があること、固定家屋への居住傾向が強ま
ること、牧畜労働者の流動性が高いこと、牧地の囲い込みが進行していること、他人の牧地
を借用してのオトル（家族を伴わない移動）がなされていることである。こうした点は、1990
年代末頃の内モンゴルにおける牧畜を考える際には無視できない点ばかりである。なお世帯
数の減少は、家畜数の増加と対応するものと思われる。 
 
第 2 節 固定家屋化と牧畜ユニットの変動 
本節ではまず、事例データに基づいて固定家屋への居住傾向および当時の家畜数および家
畜の移動性などについて確認した後、牧地の囲い込み事例やオトル、牧畜労働者の雇用とい
った経済および環境面に関わる諸問題について検討したい。 
11 事例をまとめると、移動の可能性に関しては牧地の広さが密接に関係しているといえる。
また移動事例においても固定家屋化は顕著であり、主要メンバーは固定家屋に通年居住して
牧畜労働者のみを冬営地へ派遣したり、家畜を他の世帯へ委託したり、人の移動と家畜の移
動の分離が発生しやすくなる傾向がある。最終的に牧畜は牧地、家畜、労働力のバランスが
取れていれば成り立つのだが、移動しない住居が導入されることでこのバランスのとり方に
変化が発生するのである。 
また固定家屋化は、発電機やテレビといった耐久消費財の増加、あるいは井戸の掘削や飼
料畑の利用、さらには有刺鉄線の設置といった諸インフラの導入を容易にしている。それを
可能にしたのは牧畜による現金収入の増加であるが、これは畜産品に対する国内マーケット
の増大と、消費地への輸送を可能にする流通網の存在が不可欠であった。 
売却に伴う家畜のコンスタントな域外搬出は、家畜構成比に少なからぬ影響を与えている
と思われる。去勢オスとしてストックするよりも、早期売却によってメスの比率を上げ、仔
畜の生産性を高めよう、という戦略が看取される。これは、買い手は常に存在するという市
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場状況と、牧地が制限されているため家畜の数を無制限に増加させられないという状況への
牧民側の対応であると解釈できよう。 
 
第 3 節 内モンゴルとモンゴル国の比較（1990 年代末段階） 
本節では第 3 章のまとめとして、内モンゴルとモンゴル国において郊外と遠隔地の発生す
る直前であった 1990 年代末頃の状況を比較し、両者の類似と相違について確認したい。比
較は牧畜に関わる要素としての以下の 7 項目、すなわち 1)住居、2)所有家畜、3) 家畜の密度
と緩和方法、4)牧畜用インフラ、5)牧畜労働の組織方法、6)家畜の利用・売却、7)情報への
アクセスである。 
一般に、内モンゴルの牧畜地域とモンゴル国の牧畜地域の景観を比較した場合、極めてわ
かりやすい対照の一つに住居の違いを挙げることが可能である。ごく簡単に言ってしまえば
前者が固定家屋、後者がゲルである。 
所有家畜については、MSU のレベルではオンゴン郡の裕福なアハラクチたちはシリンゴ
ル盟の牧民と比較して概して多くの家畜を擁していると言えるが、これは両地域の経営スタ
イルの違いとして理解すべきであろう。一方の最低値については、自立した牧民としての生
活が維持できる最低線に近いと思われるオンゴン郡の事例では MSU で 650 前後と、シリン
ゴル盟と比較して多くの家畜を有している印象を受けるが、その一因として考えられるのが
大家畜の多さである。 
シリンゴル盟の家畜の密度がオンゴン郡のそれよりも高いことは明らかである。単純に
1ha あたりの MSU を比較しても、シリンゴル盟の最高レベルの密度はオンゴン郡の最高密
度クラスの 2 倍である。シリンゴル盟の状況がこのように高密度であるのは、むろん草原に
より大きな負荷を与えている可能性もあるが、単にそれだけではなく、冬用の飼料の購入や
栽培、あるいはオトルや家畜預託といった技術を駆使している面も無視しえない。 
現在内モンゴルとモンゴル国の牧畜地域を比較した場合、住居と並んで顕著な景観上の違
いが、内モンゴルのみに見られる、牧地を囲う有刺鉄線のフェンスである。こうしたフェン
スは牧地の分配以後に草を保護するため、つまり他人の家畜の侵入を許さず、かつ自らの家
畜も然るべき時期以外には侵入させないための目的で設置されたものであるが、シリンゴル
においては特に 1990年代に行われた第 2期目の分配契約以後に出現する現象のようである。 
牧畜労働の組織方法についても、内モンゴルとモンゴル国では顕著な違いが見出せるが、
これは牧地のあり方の違い、および所有家畜頭数に由来するものである。 
シリンゴルにおいては、家畜の直接的利用は限定的なものであった。またシリンゴル盟に
おける主たる売却対象はヒツジ・ヤギ・ウシの生体とカシミアである。一方のスフバートル
における状況であるが、シリンゴルと比較して家畜の直接的利用は広範にわたる。 
内モンゴルとモンゴル国の牧民生活においてもう一点、大きな違いを指摘するとすれば、
それは情報へのアクセスである。シリンゴルで達成されている固定家屋の安楽さ、電気やテ
レビのある生活、自動車などは、モンゴル国の牧民社会の 1990 年代末頃の変化傾向や牧民
自身の言説などから判断して、決して内モンゴルを真似ているわけでもないし、そもそも内
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モンゴルの内実など知らないモンゴル国の牧民にも望ましい、あるいは少なくとも否定すべ
きものではないと考えられているようである。 
内モンゴルの現実は、モンゴル国の牧民があえて望んではいないだろう牧地の分配という
事項なども抱え込んでいるし、市場などに関しては根本的な条件の違いも存在する。しかし、
その一方で上述のような「シンクロ」現象が発生しうるものだとすれば、内モンゴルおよび
モンゴル国における 1990 年代末の牧畜の状況は、来るべき更なる類似点の増加の予兆であ
ったとみなすこともできよう。 
 
第 4 章 モンゴル国郊外の成立と牧畜戦略の実践 
 
第 1 節 郊外化の事例 1（ボルガン県） 
本章では、第 1 章で簡単に概略を説明した郊外化の実態について、いかなる原因でどうい
う移住現象が発生し、そこでいかなる牧畜戦略が実践されるようになったかを検討する。本
節論で取り上げる事例は、モンゴル国の北部、首都ウランバートルから西北西へ直線距離で
約 280km離れた、ボルガン県ボガト郡の南端の草原に位置する一角である。筆者は2007年、
2008 年、2009 年、2010 年のいずれも春季および夏季に現地調査を行った。 
現地の特徴を簡単に述べると、1)ボルガン県中心部の都市的空間からほど近い自然空間に、
2)幹線道路およびそれと並行する小川に沿って北西＝南東方向に広がる河谷平原を中心とす
る牧民社会が形成され、3)牧民の空間利用の特徴としては限られた水源とその周囲の草原に
依存した、回数的にも距離的にも季節移動性が低い居住地移動をベースとした牧畜が展開さ
れている、とまとめることができる。 
現地は社会主義時代、ボガト郡の牧民およびボルガン郡の都市住民によって季節的には利
用されるものの、全般的に利用度の低い、周縁的な牧地であった。この事実は、ネグデル崩
壊以降に居住地選択の自由度が広がった際、人々からこの地域が「先住権を主張するだろう
旧来の牧民が希薄」かつ「他所者の放牧が許容される」牧地として認識され、そして事実移
住の対象地となる条件が、はからずも社会主義時代に整ったことを意味する。 
現地は季節移動距離の短い牧畜を行う外来者が河谷平原内で牧畜を行う社会圏を形成して
いる。そして、社会的にも経済的にも県中心地から移住してきた旧都市住民が中心的存在で
あり、彼らは牧畜による収入と都市空間の各種利便性の双方に目配りをしながら生活してい
る、とまとめることができる。 
郊外は家畜の密度が高いがゆえに、多数の家畜を所有する牧民には必ずしも望ましい場所
ではない。つまり交易時のメリットを、草不足というデメリットが上回るのである。このよ
うに、経済的な魅力と過度の利用による牧地荒廃の懸念というジレンマを抱えつつ、なおか
つ誰もがかなり自由にそこを利用できるという制度的状況下において、彼らは郊外への居住
を継続し続けるという牧畜戦略を導き出しているのである。 
 
第 2 節 郊外化の事例 2（ヘンティ県南部） 
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本節では、ヘンティ県南部に位置する鉱山町およびその周辺の牧地を例として、人口増加
を続ける鉱山町の内部とその周辺地域に集まる遠隔地の牧畜民にフォーカスを当て、郊外化
現象について考察を深めたい。前節で取り上げたボルガン県との違いは、ボルガン県中心地
がネグデル期には小麦など農産物の集積所として位置付けられ、それゆえに社会主義崩壊後
に人口減少を起こしているのに対し、ヘンティ県南部の鉱山町は中国へのアクセスの良さゆ
えに、社会主義崩壊後も人口増加を続けている点である。 
本節のメインテーマは、ボルウンドゥルにおける鉱山開発に伴う都市化と移住である。特
に後者に関しては、モンゴル国西部からの牧民の長距離移住および都市への人口流入という
2 つの現象を取り上げる。これらはいずれも、1999/2000 年のゾドを契機として開始する現
象であり、その意味において牧畜戦略における郊外化と表裏一体の関係にある。 
事例データに基づき、郊外の牧地および鉱山町に関連する移住を引き起こしたプッシュ・
プル要因について検討したところ、以下の点が明らかになった。牧地への移住に関しては、
1 例は厳密には郊外成立以前の現象ではあるものの、プル要因としては牧地の良さ・市場へ
のアクセスの良さ・入り込みやすさを指摘しうる。それに対し、彼らのプッシュ要因の説明
については、社会インフラの悪さと自然災害が指摘されている。社会インフラの極端な悪さ
という潜在的条件が実施の移住を引き起こすためには、自然災害のような突発的に個人の置
かれた諸条件を変えるようなイベントが機能するのだと理解できる。 
一方の鉱山町については、まず想定しうるプル要因は教育や医療サービスである。これら
の受益者は子供や老人であり、現役世代の牧民は、郊外の牧地を選択して牧畜を継続する。
こうした傾向は、一部の成員が大学通学などの理由で首都ウランバートルに居住している場
合にも、空間スケールが異なるものの当てはまるだろう。なお鉱山町へのプッシュう要因に
ついては、プル要因の裏返しとなる要素以外は見いだせなかった。 
 
第 3 節 郊外化の事例 3（ヘンティ県東部） 
本節では、ヘンティ県東部に位置する鉱山町ベルフでの調査データを用い、郊外に居住す
る牧民の現住地と来歴、郊外と遠隔地の空間的境界、そして郊外の牧畜戦略が自然災害に対
して顕著に脆弱なのか、などの点について検討する。 
場所により、郊外化のあり方には単一でないパターンが存在することは、前 2 節の簡単な
比較からも想像される。そこで本節では第 3 の地域として、社会主義時代に蛍石の鉱山町と
して建設され、現状では小規模な都市空間となっているヘンティ県ベルフ（約 3000 人が都
市在住、約 1000 人が郊外在住）の事例を取り上げ、郊外化現象の担い手となる牧民の原住
地と来歴、および彼らの現状に関する考察を進める。 
ボルウンドゥル、ボルガン、ベルフの都市としての性格の違いについては、ボルウンドゥ
ルとベルフが鉱山町、ボルガンは県という行政中心地である。人口規模に関してはボルガン
が最大、ボルウンドゥルがそれに次ぎ、ベルフが最小である。ただし、人口変化のトレンド
としてはボルガンとベルフが減少、ボルウンドゥルが増加であり、社会主義時代のベルフは
現在のボルウンドゥルの規模をも凌駕する都市であった。 
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ベルフとボルガンの比較を行うと、ベルフの方が最高値・最低値ともに高い。最高値に関
してはベルフの事例にむしろ「遠隔地型」と呼びうる、従来タイプの牧民が含まれている点、
また最低値に関してはボルガンの事例は年金生活者である点を考慮すると、いずれも両調査
地点の都市空間のとの関わり方の差異に起因するものと推測される。すなわち、ごく大雑把
に言えば、ボルガンにおける都市との関わり方は、ベルフにおけるそれよりも密である。 
最後に、ベルフと 2008 年 5 月の吹雪による災害について考えたい。この吹雪は 2008 年 5
月 26～27 日に発生し、52 人が死亡、東部 3 県のみで 60 万頭もの家畜が失われる大災害と
なった。ベルフは「社会主義崩壊以後に牧民になった人々が多いから（被害が大きかった）」、
つまり被害の大きさは牧民の経験のなさに起因するという見方は少なからず存在した。しか
し 2008 年末の数字で、ベルフの牧民世帯数はバトノロブ郡全体の 25.7％、家畜頭数は 22.1%
を占めている。これと被害状況を対照すると、死者はベルフが 36.8%と多数を占める一方、
被害家畜はベルフが 22.0%と、必ずしも大きいとは言えない状況である。少なくとも公表さ
れた数値を見る限り、郊外の牧民が有意に自然災害に対して脆弱であるとは断言できない。 
 
第 5 章 ゾドがもたらす牧畜戦略の変化 
 
第 1 節 個人的経験としてのゾド 
本章では、牧畜戦略の転換点たりうるゾド（寒雪害）が牧民社会、特に牧畜ユニットや地
域社会などの末端レベルに及ぼす影響を検討する。本節ではモンゴル国で 2000/01 年に発生
したゾドについて、第 2 章でも取り上げたスフバートル県の 2001 年の調査データを使って
牧畜ユニット単位での検証を行う。ここでは往々にして統計処理され、大きな空間ユニット
を単位として表象されがちなゾドが、実は個人的経験と呼びうるほどに大きな偏差を持ち、
それゆえに多様な形で個人の置かれた諸条件を変化させる（あるいはさせない）ことで牧畜
戦略に影響を与えることを示したい。 
モンゴルで雪害・干ばつ（ガン）・風害（ショールガ）と呼ばれる自然災害は、その要因と
なっていると考えられる大雪・少雨・大風といった自然現象とは事象のレベルが異なる。あ
る種の自然現象が、人間との関わりの中で自然災害として経験されるというプロセスが存在
する。そして、この「経験」も、様々なレベルが存在しうることが想像される。本論文では、
国家的経験としてのゾドのほか、個人的経験、あるいは個人の所属する最小の社会的単位と
しての世帯レベルでの経験としてのゾド、地域社会の経験としてのゾドを想定している。こ
の 3 レベルの経験は作業仮説としての想定ではあるが、その中で個人的経験としての自然災
害は、これをベースにして広域的な経験が形成されていくという因果関係を考えても存在の
蓋然性が高いと考えられる。 
オンゴン郡の事例データ 16 例から見いだせるのは、まずはバグごとの地域差である。第 3
バグの牧民は例年南西の国境近くで越冬するが、そこでも 20cm 近い積雪があったといい、
場合によってはさらに国境方面へ移動するなどして難を逃れようとしている。第 1 バグでも
個人的ネットワークを駆使して国境方面へ移動した事例やオトルで 2 箇所の冬営地を利用し
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た事例など、避難行動を行った牧民は比較的無事に過ごしているように見受けられる。なお、
彼らにとってのゾドとは単に大量の積雪を意味しておらず、むしろ積雪をきっかけとする草
の欠乏が決定的な要素になっている点は示唆的である。本論文でゾドは「寒雪害」という訳
を付しているが、少なくとも「雪」に関する限り、単純に「大雪」と解釈してしまうことは
誤りであることが明らかになる。 
国家的経験としてのゾドにおいては中心的なテーマたり得た国際援助についてであるが、
オンゴン郡においては他地域より被害規模が小さかったせいか、事例データでは結局誰 1 人
として援助とは無関係であった。こうした事実から、一般にゾドと総称される事象が経験主
体の差によって多様な様相を示しうるという当初の作業仮説が、少なくとも国家と個人のレ
ベルにおいては正しいという結論が導き得るだろう。 
 
第 2 節 地方社会レベルにおけるゾド経験の意味 
本節の目的は、2009/2010 年冬に発生したゾドについて、地方社会の各レベル、あるいは
個人にフォーカスした際に、どのような像を結び、どのように解釈しうるか、あるいはどの
ような社会的事実として人々が認識し得るかを検討することにある。地方社会の事例として
取り上げるのは、第 4 章で論じたボルガン県である。 
モンゴル国では、第 1 節で述べた 1999/2000 年から 3 年連続で発生したゾドの後、
2009/2010 年にも大規模なゾドが発生している。2000/01 年のゾドに関して分析した前節に
おいては、ゾドの経験主体として上述の国家と個人以外に、郡やバグなどの地域社会もその
主体たりうる可能性を示唆したが、資料的な制約などの要因により各レベル、特に郡以上と
牧畜ユニットとの関係性については十分な検討が行えなかった。本論では、国家と個人の中
間に存在する経験主体を「地方社会」という用語で指し示すこととし、さしあたり県レベル
と郡レベルという 2 層を設定する。 
ボルガン郡のインフォーマントの 1 人である C 氏は 2010 年 8 月の時点で、ウマ 100 頭、
ウシ 134 頭、小家畜（ヒツジ・ヤギ）約 400 頭を所有していた。2009/2010 年冬においても、
春営地の存在する地点の周辺が大雪に見舞われ、C 氏自身はゾドであったという認識を有し
ている。事実、小家畜群は牧畜労働者 1 名とともに南西 40km のオルホン郡内、さらにウマ
群は別の牧畜労働者 1 名をつけて南西 60km のサイハン郡内までオトルに出し、被害を回避
したのだという。ただし、ウシ群のみは自らの冬営地近辺に留め置き、結果として 110 頭の
成畜のうち 4 頭のウシを失う被害を受けたという。なお、内訳は種オス 2 頭、メス成畜 1 頭、
2 歳ウシ 1 頭であった。この数字は、単純に死亡率としては 3.5%なので、比較的被害は少な
かったと感じても違和感はないのだが、C 氏としては自らの「本業」であると位置づけてい
るウシに被害が出たことと、それが種オスであったことに少なからぬショックを受けていた。 
C 氏は、このゾド被害の補充として、秋の種付けシーズンまでに肉用の「セレンゲ土着種」
を 2 頭購入する予定であるとのことであった。ゾド前に、C 氏は乳用の改良種を購入して牛
乳の生産を拡大することも検討していたのであるが、近年の乳価の下落に加えて、ゾドで改
良種の種オスが死亡した事実を踏まえ、トウモロコシなどの飼料備蓄や畜舎の整備が必要な
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乳用改良種は、飼育の条件整備に大きな資金が必要であるという理由から、肉用牛の生産に
シフトすることを決断するに至った。 
C 氏のこの経験をボルガン郡まで面的に敷衍可能であるとすれば、2009/2010 年冬のゾド
は、また異なった像を結ぶ可能性がある。ウシの経済性というような畜種ごとの差異を考慮
に入れた場合、ボルガン郡の成畜死亡率（8.0%）が、単にボルガン県全体（7.6%）を若干上
回っているという以上の被害イメージを現地の牧民にもたらしている可能性も推測される。 
結果的に 2009/10 年のゾドは、国家レベルでは 1999/2000 年からの 3 年連続のゾドと比べ
ると深刻ではなかったと考えられるようになった。その原因は後述するようにいくつかある
のだが、一つには当初報じられた頭数に小家畜が多く含まれていたことによる。ただそれは
逆に、数字的にはどちらも軽微であったとされたボルガン県とボルガン郡の被害に関して、
実はボルガン郡の方が深刻であったのだという、当初の見込みとは反対の像を導くことにも
なる。その意味において、郊外の自然災害に対する評価においては、遠隔地とは異なったリ
テラシーを要求するということが示唆される。 
 
第 3 節 遠隔地におけるゾド対応としての鉱山 
本節では、モンゴル国の 2009/10 年のゾドによって家畜を大量に失った牧民が生計を営む
手段として鉱山での個人採掘を選択する事例について検討する。本節で検討する事例の位置
はドンドゴビ県ホルド郡であり、遠隔地と位置づけられる。こうした傾向はこうした傾向は
ベルフ郊外における吹雪（ツァサン＝ショールガ）の後にも小規模ながら見出された現象で
あり、遠隔地牧民の緊急避難地的な存在として郊外と類似した機能を果たしているといえる。 
2009/10 年のゾドの後も総家畜頭数は急回復し、2015 年には史上最高のレベルとなってい
る。またこの急回復が、主として小家畜を主体としていることも 2002～2009 年のトレンド
と軌を一にしている。一方、スターンバーグが指摘したように、モンゴル国の牧畜が産業と
して弱体化したかどうかは、これらの資料から直接的に判断できるものではない。ただし、
ネグデル期に家畜頭数が増加しなかったのは旧ソ連に毎年膨大な家畜を輸出していたからで
あり、逆に 1990 年代以降の家畜頭数の増加は在庫（ストック）の増加に過ぎず、捌ききれ
ない在庫としての家畜はいつの日かゾドなどの自然災害で斃死するシステムとなっていると
考えれば、1990 年代以降モンゴル国の牧畜は構造的に問題を抱えており、2 回のゾドを経て
も未だ修正されていないということは可能だろう。少なくとも、2009/10 年のゾドはモンゴ
ル国の牧畜を強化する機会とはなっておらず、システム的には現状維持、あるいはスターン
バーグの言うような弱体化へと向かっているのだろうと解釈できる（Sternberg 2010:80-82）。 
しかし、国家レベルというマクロなレベルではいかに問題を抱えたシステムであると言っ
ても、個別の牧畜ユニットにとっての当面の課題は牧畜民としての生存の確保であり、それ
は生活可能な家畜頭数の維持をもって自然災害からの回復（レジリエンス）であると考えて
いることもまた事実である。そういう視点で 2009/10 年のゾドの影響を見た場合、モンゴル
国内で当時大きなトピックとなっていた鉱業に牧民のまま参与する事例は、都市への人口流
入や郊外化しか見られなかった 1999/2000年から 2001/02年までの 3年連続のゾドの際とは
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異なった事象であるといえるだろう。 
本節で取り上げるデータは、2011 年 9 月に筆者がドンドゴビ県で行った短期の現地調査か
ら得られたものである。ホルド郡における蛍石採掘開始の前提として、2009/10 年のゾドに
よる被害が大きく影響していることは県政府職員も認めるところであった。 
ゾド後の 2010 年 8 月、ホルド郡内で蛍石の鉱山が発見された。この蛍石の発見者が中心
となり、2010 年 9 月から個人採掘ベースで小規模の採掘が開始された。つまりこの時点では、
モンゴル国各地で見られる個人採掘者（ニンジャ）による採掘となんら変わるところがなか
った。しかしホルド郡においてはその直後から、現地の蛍石を郡外の人間には掘らせてはな
らない、という資源地域主義的な運動が起こった。こうした資源地域主義的な運動の結果と
して、ホルド郡政府が蛍石鉱山に介入したのは 2010 年 12 月のことである。当時、郡政府は
個人採掘者たちを指導して組合組織（ヌフルルル）を設立させた。 
ホルド郡内の文脈で考えた場合、蛍石鉱山の存在は非常に大きい。蛍石鉱山で働いている
300 人という数字は、郡人口の 1 割以上に匹敵し、あるいは 1 つのバグ人口の半数が組合組
織員としてこの鉱山に関わっている、と表現することもできる規模なのである。おそらく、
2009/10 年のゾドで大きな被害を受けたホルド郡の牧民で、調査当時ホルド郡内に居住して
いた人々の相当部分が蛍石鉱山に関係していると見積もっても過大評価ではあるまい。 
蛍石鉱山からの収入を試算してみると、鉱山からの収入が牧畜から見込める収入を圧倒的
に凌駕するものではないことが明らかになった。調査当時のホルド郡の牧民にとって、鉱山
労働は牧畜に取って代わる収入源であるというよりはむしろ、ゾドなどの自然災害に見舞わ
れて苦しいときの牧畜を補完してくれる、副業的な位置づけとして認識されていただろうこ
とが推測しうる。 
ただし長期的には、この蛍石鉱山が小規模な鉱山町として定住化のコアとなり、その周囲
に郊外化した牧民が住み着くことも予想される。仮にそうなると、本地域は遠隔地ではなく
郊外へと変質していくものと思われる。 
 
第 6 章 内モンゴルにおける郊外成立の要因 
 
第 1 節 西部大開発に伴う諸政策 
本節では、内モンゴルで 2000 年以降実施された西部大開発がインフラ開発と市場経済の
浸透をもたらす経緯を検討する。これが内モンゴルにおける郊外成立過程のファースト＝イ
ンパクトとして機能することになる。 
内モンゴルでは 1980 年代以降「改革開放政策」が推進された際、内モンゴルでの土地の
私有化が進められたが、そこでは「コモンズの悲劇」論も援用された。しかし牧地の環境保
護を名目として実施された内モンゴルにおける牧地の私有化は、少なくとも中国の中央政府
が意図した結果をもたらさなかった。その象徴的な出来事が 1999 年に北京を襲った大規模
な黄砂である。これを受けて中央政府は、少数民族地域の環境問題の解決と、開発による経
済的利益の分配を名目に、「西部大開発」という開発キャンペーンを 2000 年より始めた。西
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部大開発の重点政策はインフラ建設と生態環境保護が中心であった。インフラ建設について
は鉄道、道路、空港などの整備が急ピッチで進められ、また生態環境保護については、天然
保護林事業、退耕還林還草（耕作地を林地や牧地へ戻す政策）、北京・天津の砂嵐発生源対策
などが実施されたが、その中で異彩を放っていた政策が生態移民である。 
こうした西部大開発の関連事業の実施主体である地方政府は、こうした事業をどのように
見ているのだろうか。荀によれば、地方政府は中央政府の意向を反映する「代理型政権経営
者」であると同時に「利益追求型政権経営者」でもあり、この 2 つの役割を同時に演じてい
るのだという（荀 2011:129）。後者はつまり、地方政府は自らの収入増大を目指すアクタ
ーとして振る舞うということである。そして収入源は税金、補助金そして投資など政府の経
済行動から得られる収益などである。 
このように、国家の制度、そして制度に付随する権力を国家の意図とは必ずしも一致しな
い方向に発揮する可能性のある地方政府の両者による、西部大開発に代表される 2000 年以
降の働きかけが、内モンゴル牧民の牧畜戦略を変化させることになる。2000 年以降、牧畜民
の野外での放牧を抑制するような政策としては生態移民のほか、後で詳細に検討する「禁牧」、
「草畜平衡」などが実施されている。これらは相互に関連するもので、すでに述べたように、
本来は西部大開発の文脈で草原の砂漠化などの環境対策として導入されたものである。ただ
し、こうした政策を実施する地方政府においては実際には必ずしも環境対策としてではなく、
貧困対策や観光振興などの手段として実施されていることが研究者によって指摘されている
（例：ネメフジャルガル 2006, 孟淑紅（編著） 2011）。 
生態移民や禁牧の実施に際して参照される、環境政策としての概念が草畜平衡である。こ
れは簡単に言えば産出された牧養力を根拠として提示されるヒツジ 1 頭換算の密度を下回っ
て牧畜を行うことを禁じる規定である。運用上は草畜平衡の対象とならない家畜の存在など
があり複雑だが、制度上は内モンゴル牧畜地域の全域で適用されることになっている規定で
ある。つまり、現在の内モンゴル牧民の牧畜に大きく影響し、また 1990 年代末の状況を大
きく変化させる可能性があった規定であると言えるだろう。ただし草畜平衡も、かつての牧
地の分配がそうであったように、現在進行形で徐々に発動されつつあるものである。 
 
第 2 節 草畜平衡の規定と実態 
前節では西部大開発の経緯と、内モンゴル牧畜地域へ適用された政策として生態移民、禁
牧、そして草畜平衡があることを述べた。ただし生態移民を除けば、地方政府による政策の
実施実態に関して、特定地域で施行されている制度の根拠となる規則文書レベルまで立ち入
って紹介したり検討したりしている事例研究は多くないのが現状である。 
草畜平衡、禁牧、生態移民といった牧畜介入政策に関する規則類あるいは実際の政策施行
の力点は、国家中央から末端の郷鎮レベルに至る行政上の階層によって均等ではない。これ
らは各階層の当事者たちの興味関心を反映しており、禁牧はもとより、草畜平衡に関しても
同様であることが容易に想像される。本節が試みるのは、そうした行政上の階層に応じて異
なる興味関心を反映したと思われる、末端に近い地方政府の 2 階層における規則文書の対比
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であり、そこから各階層の地方政府の興味関心を示す。またさらに、規則文書と筆者が個別
牧畜民世帯での聞き取り調査によって得たデータとの簡単な対照により、当該制度の末端レ
ベルにおける実施実態との異同に関する基本的な見通しを示したい。 
本節で取り上げる事例は、内モンゴル中部の地区レベルの行政単位であるウランチャブ市
政府の公布した「烏蘭察布市草畜平衡実施弁法（試行）」と、ウランチャブ市北西部に位置す
る旗県レベルの行政単位である四子王旗政府の公布した「四子王旗禁牧与草畜平衡実施弁法」
である。「市弁法」第五章と「旗弁法」第四章を比較すると、「市弁法」の条文には奨励金に
関して 3 条が割かれているのに対して、「旗弁法」では第二十条に表彰に関する事項が簡単
に触れられている以外、他は全てが罰則に関する規定である。これは奨励金が財政支出を伴
うのに対し、罰則に伴う罰金はむしろ財政収入をもたらす点と関連があろう。これを裏付け
るように、罰則に関する規定は「市弁法」と比較して「旗弁法」の方が厳しく規定されてい
る。この点から、罰金が地方政府にとって草畜平衡政策導入の動機づけとして機能している
ことが推測される。 
筆者が現地調査を実施した 2009 年以降の状況においても、インフォーマントの「地方幹
部が禁牧や草畜平衡を実施するのは、草原を守りたいのか、金が欲しいだけなのかわからな
い」という発言のように、牧畜民の目線からもこれらの政策は罰金や上級政府からの補助金
にこそ意味があるのだと理解されている可能性が高い。ただし、禁牧や草畜平衡においては、
すでに触れたように牧畜民にも所有する牧地面積に応じて補助金が支給されており、特に補
助金額の高い禁牧地区に関しては、第 7 章で検討するように家畜売却の収入に匹敵するほど
の補助金を得ているケースも存在するため、牧畜民自身も単純に禁牧や草畜平衡に否定的な
態度を示すわけではないのが実情である。 
また、草畜平衡の根拠になっている牧養力については、基本的には「24～30 ムーの牧地で
1 ヒツジ単位」が旗内での標準になっているようだが、バリエーションが存在する可能性が
うかがわれる。ただし、「市弁法」第十二条に規定されているように、個別の牧畜民世帯レベ
ルで牧養力を算定するような細かい作業は行われていないようである。「市弁法」によれば草
原の類型ごとの牧養力は旗県レベルが算定を行うと規定されているが、牧畜民世帯レベルで
の牧養力をどのレベルの政府が算定するのかは「市弁法」にも「旗弁法」にも規定されてい
ない。おそらくはその結果として、牧畜民世帯レベルでの牧養力の算定は実施されず、旗県
レベルが算定した草原の類型ごとの牧養力がそのまま適用されていると理解しうる。 
 
第 3 節 郊外化の事例 1（ウランチャブ市） 
本節では、禁牧と牧民のツーリストキャンプ経営による収入源の多角化、つまり郊外的な
傾向の発生について事例データに基づいて検討する。筆者は 2009 年 2 月に、四子王旗の中
心地ウラーンホア鎮から約 20km 離れた、ゲゲーンタラの大規模ツーリストキャンプの南北
に広がる牧畜地域において聞き取り調査を行った。 
四子王旗に関する限り、禁牧は少なくとも郡単位での多様性が想像される。つまり、それ
ぞれの郡のおかれた条件によって各郡内で実施される禁牧の動機や実態、牧畜民の対応戦略、
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そしてもちろん環境政策としての実効性に多様性がもたらされるわけである。さらに、同一
郡内においても、その政策実行は時間の経過により変化が存在する。 
調査当時、現地は通年の禁牧対象地であった。ただし 1 調査世帯の牧地は、観光客の通る
幹線道路から離れているので対象外であった。現地における禁牧は 2002 年から夏季のみ半
年間を対象として実施された。2004 年の孟らの調査報告によれば、四子王旗チャガーンボラ
グ郡では道沿いの牧戸に対し、5 月から 10 月ないし 11 月まで牧地を利用禁止としていたと
述べている（孟（編著）2011:166）。 
もし禁牧を環境政策として考えるなら、優先して放牧禁止とするのは冬季である。草の成
長期である夏季とは異なり、冬季は牧地に残っている枯草を食い尽くせば地表は裸地となり、
結果として黄砂が発生しやすい条件を提供するためである。だが自身が郡幹部である SU03
によれば、現地の禁牧は観光政策の一環として実施されのだという。つまり、外来者に草が
高く茂った草原を見せるために放牧を禁止したのである。 
ただし通年禁牧の実施状況については、禁牧の補填として支給されていた 2008 年までの
補助金と比べて金額が上がらないことに対し、一部の住民が反発しており、結果として 2009
年も 2011 年も筆者が訪問したインフォーマントの牧地では、冬季は家畜の放牧を行ってい
た。つまり、規則上はともかく、実際上は従来の政策を強化していない可能性が強い。 
だが夏季の禁牧は強く求められており、牧地での放牧は困難となっている。彼らが禁牧を
受け入れた上で、現地での生活を確保するための牧畜民側の対応の１つが、ツーリストキャ
ンプ経営である。ソドスチンらによれば、四子王旗政府はツーリストキャンプの登録・許可
制度を取っているが、営業に関する指導は衛生面に関してのみで、営業場所などに対する規
制などは存在しないという（蘇徳斯琴・小金澤・関根・佐々木 2005:87）。ただし筆者の調
査した限り、ツーリストキャンプが集中しているのはゲゲーンタラ周辺のみである。 
ツーリストキャンプの収入については、インフォーマントによって回答にばらつきがある
が、1 シーズン（3 ヶ月ほど）で 2 万～10 万元ほどの収入となっているようである。また、
短期とはいえ禁牧実施下で牧畜を続けていくための対応策が、飼料畑の開墾および利用と牧
地の賃借である。また調査地の牧畜民で、牧畜労働者を雇用しない事例は少数派に属する。 
四子王旗チャガーンボラグ郡の事例では、彼らの経済的余裕の源泉は狭義の牧畜による収
入だけでなく、公務員としての給与やツーリストキャンプ経営の収益なども含まれていた。
こうした経営の多角化は、彼らの牧地の立地が旗中心地という都市空間に近いこと、つまり
郊外であるがために成功していると思われる。 
一方、家畜密度を見ると、第 3 章で挙げたシリンゴルの例と比較すれば明らかに低いこと
が理解できる。これは禁牧の実施により飼料もしくは牧地の確保など、コスト上昇が家畜頭
数を減らす圧力となったとともに、補助金の存在ゆえに家畜頭数を減らしても構わない余地
が存在したためと思われる。 
本節ではウランチャブ市四子王旗の農牧境界地域で筆者が実施した調査事例に基づき、制
度的な制限と牧民側の牧地の分割相続等といった個人の置かれた諸条件が複合して牧畜のみ
では生計を立てづらい状況を招来し、その結果として牧地の貸借にとどまらず、ツーリスト
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キャンプの経営などといった牧畜以外の収入源の模索をもたらしていることを指摘した。す
なわち都市に近く従来的な畜産品以外の収入源が確保でき、牧地面積や禁牧政策から飼養で
きる家畜頭数が制限されるという状況下で、制度と個人の置かれた諸条件という、モンゴル
国とは別の経路で郊外的な牧畜戦略が成立したと考えられるのである。 
 
第 4 節 郊外化の事例 2（シリンゴル盟） 
本節では、内モンゴルの郊外を特徴づけると考えられる収入源の多角化について、シリン
ゴル盟における馬乳酒の販売を例として検討する。内モンゴルにおいて馬乳酒はモンゴル国
以上に生産地域が限定され、元来シリンホト市（アバハナル旗）とアバガ旗でのみ生産され
ていた。その生産の空間分布は現在でも変わらないのだが、近年、かつては商品として売買
されなかった馬乳酒が流通するようになっている。ただし、馬乳酒はその商品としての特性
上、広域の流通が可能な乳製品ではない。そのためモンゴル国においても基本的には郊外の
みで販売がなされているが、内モンゴルにおいても同様な傾向を伴いつつ、近年の市場経済
の浸透あるいは輸送・通信テクノロジーの発達を背景として商品化が進行している。 
シリンホト市やアバガ旗で馬乳酒を生産する世帯が多いとはいえ、生産世帯は 1 つのガチ
ャで数世帯から 10 世帯程度であり、外部に販売するほどの生産規模の世帯はさらに少ない。
1 つのガチャにおける牧民世帯数は、尾崎の四子王旗・西スニト旗の調査事例では 80～200
世帯程度と幅があるが、数世帯から 10 世帯という数字は 10%を下回るレベルであると考え
られる。馬乳酒生産世帯の少なさは、馬群を所有しているにもかかわらず搾乳しない世帯の
存在も一部では存在するとはいえ、むしろウマそのものが飼養家畜として選択されにくい内
モンゴル自治区の現状を反映している。 
事例データより、都市空間から離れると馬乳酒の販売傾向が下がることが確認された。ま
た本格的な販売は過去 10 年の傾向であり、また販売世帯の中には従来馬乳酒を生産してい
なかった牧民の新規参入も認められた。馬乳酒の生産で重要な労働は搾乳と撹拌であるが、
現在の内モンゴル自治区では販売を目的として大規模に生産している牧民においてはメスウ
マの搾乳と放牧を担当する労働者の雇用と、15 分で 1000 回撹拌できる馬乳酒製造機の導入
が常態化している。 
ある事例で粗収入を計算すると、10 元×200 斤×120 日＝24 万元であった。一方、支出
はアバガ旗までの輸送費（8971.2 元）、および人件費（4.2 万元）、馬乳の購入費（86400 元）
であり、粗収入からこうした支出を差し引くと、78628.8 元が純収入となる。彼らの収入は
半分がこの馬乳酒から、半分が家畜（ヒツジ 300 頭、ウマ 70 頭所有）の生体販売からもた
らされるとのことであったが、年間の純収入が 15 万元を超える世帯は、現地の牧民として
は比較的裕福な部類であるという。彼らが馬乳酒の販売で収入を倍増させているという事実
が、馬乳酒販売の重要性を如実に示していると言えよう。 
現時点での解釈として、馬乳酒販売を目的とした大規模生産者になれる条件として、販売
先に関する見通しは重要であり、それゆえに誰でも参入できる市場ではなく、結果として地
域社会レベルで見れば生産者は少数に限られている。ただし、参入できる層に限って言えば、
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馬乳酒販売はやはり郊外でのみ成立する収入源であり、コストに直結するという面で立地が
重要となる。 
内モンゴル自治区においても 1980 年代以降、馬乳酒を都市部へ流通させる牧民が出現し
始めたが、本格的な流通は過去 10 年の現象である。生産地域はシリンホト市とアバガ旗に
限定され、その中で都市に近い少数の牧民が販売目的で生産している。つまり、馬乳酒は郊
外の富裕な牧民にとっての選択肢の 1 つとして位置付けうる。遠隔地での馬乳酒生産も継続
しているが、生産地域が限られるうえ、地域内でも少数の牧民が自給的に生産しているのが
現状である。 
内モンゴルの郊外では何らかの形でマーケットの近さを利用した現金収入源と結びついて
いれば、牧民としての持続可能性を高めることが可能である。逆に、そうした収入源を持た
ない牧民にとっては、牧地面積が牧畜戦略を大きく規定すると思われる。この点が、第 7 章
で比較検討するように内モンゴルの遠隔地における牧畜を特徴づけると想定される。 
 
第 7 章 モンゴル国および内モンゴルの遠隔地における牧畜戦略の実践 
 
第 1 節 オンゴン郡における遠隔地化の検討 
第 4 章、第 5 章ではモンゴル国において、市場経済の浸透という制度的な変更と、ゾドを
代表とする自然災害による突発的な個人の置かれた諸条件の変更が相まって郊外化が進み、
またそれ以外の地域においても種々の影響が発生したことを指摘した。本節では、モンゴル
国における郊外出現の結果、異なった牧畜戦略の実践地である遠隔地がいかに成立し、また
どのような牧畜戦略を実践しているのかについて、スフバートル県オンゴン郡の 2008 年の
調査データと過去の状況との比較によって検討する。 
オンゴン郡における人口変動をみると、移行期には順調に増加していた人口が 1999 年の
ゾドを契機に激減し、郡全体ではグローバル資本投下期を通じて緩やかに減少している。た
だし特に減少が著しいのは郡中心地であり、そこでは郡外への大幅な人口流出が発生してい
るのに対し、牧畜地域では比較的安定して推移している。ただし牧民は移行期に牧民であっ
た世帯構成員によって継続されており、郊外のようにグローバル資本投下期にも新規参入の
牧民が出現している地域とは異なっている。 
こでは 1998 年のオンゴン郡、2008 年のオンゴン郡、そして第 4 章で検討したボルガン県
の郊外地域（2007 年および 2008 年）の事例数、最大値、最小値、平均値を算出し、比較し
たところ、2008 年のオンゴン郡における経営規模は郊外よりはるかに大きいことが明らかに
なった。グローバル資本投下期の遠隔地においては、郊外では生活しうる経営規模の牧民で
あっても、生活困難者もしくは周縁的な存在としてしか生存できないのである。そして、遠
隔地において自立的に生存しうるのは、郊外と比較して圧倒的に大規模な家畜を擁する牧民
に限られ、またこうした牧民とは、少なくともオンゴン郡に限れば、その多くがネグデル期
より牧畜に関わっていた人々なのである。 
遠隔地におけるグローバル資本投下期における牧畜は、主要な牧民に注目してミクロ的に
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見た場合には継続性も目に付くが、その背景としての地域社会全体に着目した場合、移行期
とは明らかな断絶性が存在するといえる。それは主要牧民以外の人々を中心とした人口流出
であり、要因としては牧民以外の職に乏しく、しかも牧民であっても郊外と比べて大規模な
家畜群を所有しないと生活が成り立たないという敷居の高さが指摘できる。またこの敷居の
高さは、1999 年から始まるゾドという短期間で多くの所有家畜を喪失する災害や、21 世紀
以降の商品流通の回復によって顕著になってきたものであると考えられる。 
グローバル資本投下期の遠隔地は、牧民の生存戦略を狭めているというきらいは否定でき
ない。第 1 章で述べたように、かつてスニースは人民革命以前のモンゴル牧民の牧畜戦略に
は、利益の最大化を目指す「利益中心的モード」と労働投下に対する生産性を向上させよう
とする「生業的モード」の二極が存在したと論じた（Sneath 1999:225-228）。この議論は
20 世紀末のものであり、当然ながら郊外の発生を見越していない。現在の郊外は、スニース
が述べたテクノロジー、つまり頻繁かつ長距離な季節移動ではなく、市場から常に離れない
ことで利益の最大化を目指している。 
一方、現在の遠隔地はある程度生業的な生き方を目指す牧民も含み込んではいる。ただし
遠隔地では、生活を維持するのに最低限必要な家畜は増加している。その結果いかに生業的
モードを実践したくても、一定規模の家畜を維持していくことが不可欠となっている。さら
に第 2 章で検討したように、季節移動のパターンは基本的にネグデル期のものを踏襲してい
る。つまり以前ほどの振れ幅のある戦略類型を許容せず、「利益中心的モード」に近い生き方
をチョイスせざるを得ない空間になりつつあるといえるだろう。現に牧民も、それに近い生
き方をチョイスしている者だけが生存できている。そして場合によっては第 5 章でみたよう
に、鉱山労働とも共存しながら利益を確保しつつ、牧畜を続けようとしているのである。 
 
第 2 節 モンゴル国遠隔地におけるウマの社会的機能 
本節ではモンゴル国遠隔地におけるウマの社会的機能について、前半はナーダムの競馬を
例として、後半は馬乳酒を例として考察する。 
第 2 章で触れたようにモンゴル国における郡という社会空間の成立と維持に貢献し、また
特に東部においては牧民がウマを保持し続けたい、そしてその結果遠隔地に居住し続けたい
と希望する動機として機能しているナーダムについて、その具体的な作用の在り方をオンゴ
ン郡のナーダムを例として検討したい。なお、ナーダムにおける競馬は、次節で取り上げる
ように内モンゴルの遠隔地に居住する牧民にとっても、そこに居住し続けたいと希望する動
機として機能することがある。 
ナーダムで入賞したウマを所有する社会的威信、あるいは自己達成感は、モンゴルの人々
にとって非常に重要な意味を持っていると思われる。モンゴルの場合、一般にはナーダムで
入賞したウマを所有するということは即ち、自らオヤーチ（調教師）として馬を育て上げる
ことを意味する。つまり、モンゴルの地方社会における馬好きとは社会的に容認される存在
であるだけでなく、むしろあるべき生活スタイルの実践者であるともいえよう。 
オヤーチの最大の喜びは、レース前に人から「あなたの馬は優勝するよ」と言ってもらえ
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ることであるという。ナーダムの競馬で優勝すれば賞品類が得られるなど、利益を得るチャ
ンスが存在するが、そうした利益よりも威信や誇りのほうが重視されるのである。全てのモ
ンゴル人がそうだとは言い切れないが、少なくとも、モンゴルの人々が威信や誇りの問題を
抜きに馬を考えうるとは思えないし、馬好きであればあるほど、経済的問題は二の次になっ
ていると断言しても過言ではない。 
一方、馬乳酒は遠隔地の牧民にとって自家消費の対象であるが、モンゴル国において馬乳
酒の産地と競馬の盛んな地域はほとんど重ならない。首都ウランバートル近辺から西へ広が
る森林ステップ（ハンガイ）地域に関してはウマの密度（頭数／平方キロメートル）は馬乳
酒の生産状況と正の相関を示す一方、モンゴル競馬の盛んな東部の草原地域ではウマの密度
が高いにも関わらず馬乳酒の生産は盛んではない。彼らは競馬用のウマの調教に夏季の労働
力の相当部分を割いているため、それに加えて馬乳酒生産の労働力を確保するのは容易では
ない。また乳製品の生産は幼畜に飲ませる乳を人間が奪取することで可能となるので、幼畜
の成長を第一に考える立場とは相いれないと考えられている。そのため、競馬用のウマの育
成を優先する彼らは、無理をして馬乳酒を生産する必要はないと考えている。 
モンゴル国中部の森林ステップ（ハンガイ）地域では、馬乳酒は日常食として大量に飲用
されていることが知られている。モンゴル国では1990年代初頭に社会主義の崩壊を迎えた。
馬乳酒の大量生産地域における社会主義の崩壊は、ネグデルを通じた都市への馬乳酒の生
産・流通システムの崩壊を意味していた。一方で 1999/2000 年のゾドを発端とする元牧民の
人口流入などを経て、ウランバートルをはじめとする都市部は一層の地方出身者を抱え、馬
乳酒の潜在的な需要は着実に拡大したと思われる。 
第 4 章で述べたように、ここでの馬乳酒の主たる生産主体は小規模な家畜頭数で牧畜を継
続しようとする郊外の牧民である。特に馬乳酒や生乳などの液体物は長距離輸送には不向き
なため、都市から離れた牧民との競争が発生しづらい。馬乳酒はネグデル崩壊以後、公的な
機関が大々的に馬乳酒を生産地から集荷し、都市部へ輸送することもなかった。こうした要
因が、グローバル資本投下期に郊外に居住するようになった牧民による馬乳酒の生産と供給
の開始へ向かわせたと想像される。 
一方、遠隔地の馬乳酒生産者はネグデル期の馬乳酒生産体制を支えていた地域で現在も牧
畜を行っている人々である。彼らは社会主義崩壊後、ネグデルを通じて馬乳酒を出荷するこ
とはなかったが、一貫して自給用として馬乳酒の生産は継続していた。遠隔地には大規模な
家畜群を有する牧民が点在するため、彼らの方が郊外の牧民よりも大規模に馬乳酒を生産可
能である。また 1990 年代と比べれば、現在は馬乳酒を輸送するためのインフラは道路、自
動車、容器のいずれも大幅な改善が見られる。その気になれば、遠隔地からウランバートル
まで自分の車で運搬することも無理な話ではない。ただし 2013 年の調査では、商品化率の
平均値は 33%であり、決して多くの量が販売に回されているわけではない。 
彼らの馬乳酒販売の不熱心さは、2013 年とは打って変わって干ばつとなった 2015 年夏に
は販売を取りやめる牧民が少なからず存在した点からもわかる。彼らにとって、馬乳酒の販
売は自給用を差し引いて余裕があった時にだけ行えば良い行為であり、生存に必須ではない
22 
 
のである。また旧正月時期に生産した馬乳酒は 2014 年（2013 年生産分）も 2016 年（2015
年生産分）も自家消費や贈答用が中心であり、家畜の生体販売などで十分な収入源の見込め
る裕福な牧民に限れば、遠隔地での馬乳酒生産は副次的な収入源の域を出ない。 
競馬に使うにせよ馬乳酒を飲むにせよ、遠隔地でウマは専ら現金収入という経済的な目的
以外のために飼養される。つまりウマを飼養するために遠隔地で牧民を続ける人々が一定数
存在すると思われ、モンゴル国遠隔地の人口移動を抑制する効果がありうるといえる。 
 
第 3 節 内モンゴルにおける遠隔地の牧畜戦略 
本節では、内モンゴルにおける遠隔地の牧民の牧畜戦略について検討する。まず、第 3 章
で取り上げたシリンゴルの牧民から、2000 年以降の通時的変化を確認できる事例を取り上げ、
検討する。彼らの家畜頭数はほぼ半減に近い状態である。この要因には生活サイクルや都市
での住宅購入など突発的な事情も考えられなくはないが、全般的に家畜を減らしているとい
う印象は否めない。1ha あたり家畜密度も 0.5～0.6 という非常に低いレベルに収れんしてお
り、1 インフォーマントの「禁牧」発言から伺われるように草畜平衡の影響も疑われる。 
また牧畜労働者の雇用事例がなくなっている点も注目に値する。これは給与条件が上昇し
た点が大きく影響していると思われるが、いずれにせよ多数の家畜を有し、牧畜労働者を雇
用するのが常識だった 1990 年代末の状況と比較すれば隔日の感があることは否めない。 
これをオンゴン郡と比較してみると、オンゴン郡も全体的には家畜を減らしているが、小
家畜の頭数は変化がない。これは彼らの牧畜が小家畜の生体売却とカシミアが主たる収入源
であることと関係があると思われる。実際、スフバートル県のヒツジはウランバートルの市
場で一種のブランド品扱いであり、他県のヒツジより高値で取引されている。オンゴン郡の
ウシの頭数は激減しており、これは 2000/01 年のゾドの影響と、その後の干ばつの影響によ
り牧民が以前よりウシを減らしていることを示唆している。 
一方シリンゴルにおける小家畜の変化（対 1999 年比 51.9%）は、すべてのオスを減少さ
せることでかなりの部分が吸収できると考えられる。その意味において、シリンゴルにおけ
る小家畜の減少は、見た目ほどの減り幅を持っていない可能性もある。だが 2010 年現在の
内モンゴルにおける牧畜が、1999 年現在と比較して経済的にも、おそらく環境的にも、余裕
の少ない形態であるということは否定できない。彼らは余裕の減少を家畜の回転率の向上で
補い、生活レベルの可能な限りの維持を図ってきたのだと理解できる。 
引き続き、本節では筆者が 2013 年と 2014 年に四子王旗と西スニト旗、エレンホト市で現
地調査を行った事例データを参照し、内モンゴルにおける遠隔地と郊外の境界に関する検討
を行う。第 6 章で検討したように、筆者は遠隔地と郊外の差異として経営の多角化を主要な
メルクマールとしている。その意味で、以下で取り上げる事例は全て牧畜、しかも従来的な
販売物である家畜生体（肉）や毛（カシミア）のみを収入源としている点で、前述のシリン
ゴル中部の遠隔地の牧民たちと牧畜経営の在り方は同一である。その一方で、彼らの牧地面
積には大幅な差異が見受けられる。また、おそらくは政府の牧畜介入政策の結果と思われる
が、家畜頭数に関しては決して多いとは言えない状況にある。 
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表 1 は、筆者の 2013 年および 2014 年の調査データを禁牧あり・禁牧なしで平均したもの
と、比較のためにシリンゴル中部における 2010 年の調査、四子王旗郊外の調査、1990 年代
のシリンゴル中部における調査、2015 年のシリンゴル中部における馬乳酒生産者の調査で得
たデータのうち、牧地面積、小家畜・ウシ・ウマの頭数、MSU 換算値、およびヘクタール
あたりの MSU について平均値を算出したものである。なお、2013 年、2014 年、2015 年の
調査事例については平均牧地面積に賃借分を含めて計算している。 
 
表 1 平均牧地面積（ムー）、平均家畜頭数などの比較 
 
※2013 年、2014 年、2015 年の平均牧地面積には賃借分も含む 
これを見て突出しているのは、禁牧を実施している事例の小家畜の少なさとヘクタールあ
たりの MSU の少なさである。禁牧が家畜頭数の減少を招いたという発言は、このデータか
らも裏付けられよう。一方、表 2 は彼らの牧畜の収支概算および、干ばつや家畜価格の下落
のシミュレーションを示したものである。なお、補助金額とは彼らの収支計算のうち、禁牧
ないし草畜平衡の補助金による収入分を示している。 
表 7-14 調査世帯の牧畜の収支概算および干ばつ・家畜価格下落のシミュレーション 
 
単位：元 
牧地 小家畜 ウシ ウマ MSU MSU/ha
11286 236 1 15 428 0.57
8186 411 10 10 539 0.99
15038 350 62 5 756 0.75
4260 338 8 3 403 1.42
8973 536 41 18 903 1.51
20500 633 16 157 1826 1.34
シリンゴル（1999/2001）
馬乳酒生産者（2015）
禁牧あり（2013/14）
禁牧なし（2013/14）
シリンゴル（2010）
郊外（2009/11）
調査年 収支試算 飼料代補正 家畜価格70% 補助金額
SU08 2013 26,500 9,155 -8,845 10,000
SU09 2013 64,500 61,346 43,346 10,800
SU10 2013 77,143 66,556 48,556 50,000
SU11 2013 96,800 79,061 58,661 66,300
SU12 2013 288,500 272,732 218,432 127,500
SU13 2013 104,400 90,603 56,103 8,400
SU14 2013 87,770 72,002 45,002 24,000
SU15 2013 90,259 74,491 43,591 7,560
SU16 2014 64,400 64,400 39,800 7,200
SU17 2014 19,510 19,510 -215 15,000
SU18 2014 139,520 139,520 111,320 120,000
SS18 2014 119,580 119,580 87,180 19,500
SS19 2014 49,040 49,040 37,040 60,000
SS20 2014 194,900 194,900 146,900 8,500
SS21 2014 79,148 79,148 46,148 26,628
SS22 2014 8,424 8,424 -4,776 19,974
SS23 2014 61,400 61,400 37,400 6,000
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干ばつは 2013 年の調査データに関する補正のみであり、大勢に影響はないと思われる一
方、価格家畜下落は多くの牧民の収支が 3 万～5 万元のレベルまで押し下げられ、牧畜を継
続するか否かの判断を迫られる可能性がうかがわれる。特に SU10、SU11、SU17、SU18
は家畜価格下落のシミュレーションにおいて新たに最終的な収支が補助金額を下回ると試算
されたケースである。彼らは計算上、家畜をすべて処分して補助金のみを受け取った方が多
くの収入を得られることになる。 
しかし文化的志向性などにより、なるべく牧畜民であり続けようと努力するであろうこと
が想像される。一方で彼らは現状の内モンゴルの郊外で行われているのとは違った形で収入
の確保を図らなくてはならない。その意味で、2013 年・2014 年の調査事例はいかに牧地が
狭く、家畜数が少なくとも、基本的にすべて遠隔地に属するといえよう。 
禁牧の補助金は、禁牧の実施による家畜頭数の減少に対して完全な穴埋めとはなっていな
い。2011 年の禁牧実施前の家畜データのある SU11（牧地面積 1 万 3000 ムー）と SU12（牧
地面積 2 万 5 千ムー）で、家畜頭数を過去の頭数とし、補助金をゼロとして収支計算のシミ
ュレーションを行うと、禁牧前の方が SU11 の場合は 1％、SU12 の場合は 71.9％多いとい
う結果になった。これらの事例は牧地面積が広く、しかも牧地面積に応じて補助金の出る四
子王旗の事例であることを勘案すれば、禁牧はやはり現地の牧民にとっては彼らの経営を圧
迫する制度的圧力と解釈される。こうした裁量可能な範囲の減少を実感しつつ、また郊外的
な経営にシフトすることもかなわず、遠隔地的な経営を行う牧畜民であり続けているという
のが、内モンゴルの遠隔地に居住する牧民の現状である。 
また、こうした現実の郊外的経営へのシフトの難しさを考慮すれば、制度的な圧力が郊外
化を促す方向でかかっているにもかかわらず、現実の郊外はいくつかの都市的空間（シリン
ホトや旗中心地）の周辺に点在する形でしか存在しえないと結論付けられる。つまり郊外が
貧困層のバッファーゾーンとして存在しているモンゴル国遠隔地とは異なり、内モンゴル遠
隔地の貧困層は牧畜セクタから速やかに退出せざるを得ないのが現実なのである。 
 
第 8 章 結論 
 
本論文の最後に、現在モンゴル国と内モンゴルの郊外および遠隔地で生活している牧民の、
牧畜戦略の将来像について展望する。具体的には 2 つの問題を考えたい。1 つは郊外と遠隔
地の空間分布をどのように表現可能であるかという問題と、1 つは現在の郊外や遠隔地の牧
畜戦略が将来的に持続的であるかという問題である。 
まずモンゴル国に関しては、郊外化を考える際のユニットとして現状で最も妥当だと思わ
れるのは、郡である。ベルフのケースで指摘した通り、ベルフを含むバトノロブ郡には遠隔
地的な牧畜戦略を取る人々も含まれているため、郡という空間スケールはやや大きすぎ、必
要十分なサイズであるとは言えないことも事実である。ただし、モンゴル国全土など広域的
な分布状況を調査するというようなケースにおいて、統計などアクセスの容易な資料が活用
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できる空間スケールであることは実用面から考えれば望ましい。そのため、暫定的な結論で
はあるが、県中心地などの都市空間で構成される郡（および区）、空間的に先述の都市空間の
郡（および区）を包摂する郡、モンゴル国の 3 大都市であるウランバートル・ダルハン・エ
ルデネトを結ぶ道路を含む郡、そしてボルウンドゥルのような鉱山町などの小規模な都市空
間を含む郡を、郊外の牧畜戦略が卓越する郡として挙げることができるだろう。 
逆にこうした都市空間を持たない一般の郡中心地は、郊外を発生させる機能は有していな
いと考えられる。第 2 章で取り上げたオンゴン郡しかり、第 5 章で取り上げたホルド郡しか
りである。ただし、後者に関しては、今後の鉱山の拡大と鉱山町の形成によって、小規模な
都市空間を含む郡として郊外に転じていく可能性は否定できない。筆者の概算では、現状で
は遠隔地が国土総面積の 90％強を占めていると思われる。 
一方、内モンゴルにおいてはより郊外の面積が狭いことが予測される。筆者が本論文で調
査対象とした 7 旗市のうち、郊外化が確認できているのは、シリンホト市（バヤンシル牧場）、
アバガ旗（旧バヤンチャガーン郡、旧ボグドオーラ郡、旧エルデネゴビ郡）、四子王旗（旧チ
ャガーンボラグ郡）のみである。行政区画的には、バヤンシル牧場はシリンホト市の 20％（錫
林浩特市誌編纂委員会（編） 1999：43,50）、旧バヤンチャガーン郡、旧ボグドオーラ郡、
旧エルデネゴビ郡はそれぞれアバガ旗の 11%、11%、8%（昊楚克・趙巧娥 2006：14-16）、
チャガーンボラグ郡は四子王旗の 5％（四子王旗地方誌編纂委員会（編） 2005：84）を占
めているものの、四子王旗のツーリストキャンプでもガチャのレベルを超える空間サイズは
占めておらず、馬乳酒の生産事例においてはいずれも個別世帯レベルでの生産で、周囲にも
非生産世帯つまり遠隔地的な牧畜を行う世帯が多数存在することが容易に推測される。ただ
しモンゴル国以上に、内モンゴルにおいてはガチャのレベルでは統計類へのアクセスは容易
ではなく、ガチャ単位での面積すら広範囲で把握するのは難しい。そのため、本論文におい
ては、旧郡レベルで郊外化の可能性のある面積を概算する。 
ゲレルトオド郡と旧ドホム郡を除外して郊外を含むとみなしうるエリアの 7 旗市総面積
（14 万 4853 平方キロ）に対する比率を計算すると 8%、ゲレルトオド郡と旧ドホム郡を加
えた場合には 11%となる。これらはモンゴル国のケースと比べ、この面積の中に含まれる郊
外事例の比率は相対的に低いと思われるが、いずれも現状では計算対象とした総面積の 10%
程度が郊外の含まれるエリアであるということになる。 
さて、次はモンゴル国と内モンゴルにおける、郊外および遠隔地の牧畜戦略の持続性に関
する見通しについて考えたい。 
すでに何度か触れた通り、モンゴル国の家畜頭数は 1990 年代以降、増加とゾドによる極
端な減少を 2 回繰り返し、現状としては 3 度目のピークを迎えている。2013 年末の総家畜
頭数は 4000 万頭を突破し、その後も史上最高値を更新している。第 5 章で触れた通り、
1999/2000 年以降の家畜頭数増加は小家畜の割合が増えたことは事実であるが、2013 年末の
MSU 換算頭数は 7477 万 1540 頭であり、1999 年末の MSU 換算頭数 7265 万 3137 頭を凌
駕している。 
こうした状況で全国レベルのゾドがモンゴル国で発生した場合、どうなるだろう。ゾドは
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家畜数の突発的な減少をもたらし、遠隔地で生活困難となった牧民は郊外へ移住することで
牧畜を継続するが、郊外で生活困難となった牧民は牧畜セクタからの退出を余儀なくされる
か、近年の傾向として見られる内モンゴルへの牧畜労働者として出稼ぎに行くしか余地はな
い。郊外は人口流出と人口流入の 2 つの動きがあるために、全体としてはバランスを保ちな
がら現状で存続することが可能かと思われる。 
ただし家畜密度が過大になれば、牧地の荒廃は避けられない。そのためには何らかの形で、
家畜密度をコントロールする仕組みが必要になるだろう。現にハンガイ地域のリスクの高さ
は、郊外化による牧地の荒廃を反映している可能性もあろう。もちろん、家畜の密度が高い
と判断すれば、別の場所へ移動するという牧民の民俗知は存在する。ただし、そのためには
現在の郊外と条件的に近いエリアの拡大が必要になるのではなかろうか。 
一方、遠隔地では人口流出が続き、家畜仲買人が訪問しなくなったなどの理由で家畜輸送
などの社会的インフラを自力で確保する必要が生じた場合、現在以上に最低限必要な家畜頭
数が上昇する可能性が生じ、人口流出を加速させる懸念がある。 
ただし、現状として家畜頭数は増え続けている。個別の牧民世帯においては、来るべき必
要のため、あるいはゾドの保険として、一種の通貨として家畜を増加させていると思われる
が、皮肉なことに全体のシステムとしては、それがゾドのリスクを高めてしまうのである。
これを解決する根本的な方法は、家畜を別の財へ転換することを促進する、つまりネグデル
期のようにモンゴル国内で食べきれない肉を国外に売って、代わりに社会資本や現金化（な
いし家畜化）しやすいその他の財に転換するしかないであろう。すでに述べた通り、モンゴ
ル国は口蹄疫の常在国であるため、偶蹄目（ウシ、ヒツジなど）の生肉の輸出は容易ではな
いが、2015 年から中国へ加熱肉を輸出できるようになったことが、今後のモンゴル国の家畜
頭数をどのように変化させるか、注目すべきであろう。 
一方、モンゴル国から中国への加熱肉の輸出や牧畜労働者の流入は、内モンゴルの牧畜に
も一定の影響を与える可能性がある。後者については顕著に否定的な側面は見込まれないが、
前者については 7 章で検討したように、中国の補助金行政次第では肉の価格下落を招く懸念
がある。内モンゴルの場合、土地の狭小化と相まって郊外を拡大させるような圧力は強い。
ただし、実際に郊外的な収入源の増加は一部地域の一部階層でのみ実現されているのは第 6
章および第 7 章で検討した通りである。 
内モンゴルの郊外拡大のネックとなっているのは、収入源の多様化である。ただし現状で
は、補助金額の上昇と項目増加以外に手立てがないように思われる。内モンゴルは中国の内
部にあり、都市への出稼ぎなどがモンゴル国よりも容易に行いうるために、かえって狭い牧
地と少ない家畜頭数で牧民が存在しうる手段の模索は進まないようである。 
遠隔地を含めて課題となるのは、肉など畜産品の価格の上昇および牧地の狭小化回避であ
る。ただし前者は、モンゴル国からの生肉輸入が実現されると何らかの差別化を図らない限
り、低価格化が避けられないだろう。牧地の狭小化については第 7 章で言及したように、遠
隔地でも牧地の狭い牧民にとっての最大のリスクは土地収用などに伴う牧地の喪失である。 
最後に、グローバル資本投下期における郊外と遠隔地に牧畜戦略が二分化したモンゴルの
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現状を、再度簡潔にまとめておきたい。ポイントはグローバル資本投下期における牧畜社会
のグローバライゼーションが、牧畜とは離れた文脈で発生したことである。もちろん、携帯
電話や舗装道路、電力といったインフラは牧畜にも使えるが、牧畜のために設置されたもの
ではない。むしろ、カシミアは移行期からすでにグローバルな商品であった。一方でモンゴ
ル国における肉は、同国の輸出入品目においてはマイナーな商品であり、大きなプレゼンス
を占めているのは移行期からすでに鉱産物であった。内モンゴルにおける肉も輸出はされる
ものの、現状では国内で消費される商品であり、資本のグローバルな移動と比べれば圧倒的
にドメスティックである。 
ただし、このようなモノや人、情報の移動を活発化させるインフラの整備が郊外的な牧畜
戦略を生み出した。郊外では、今まで牧民が売却してこなかった諸物品を商品として売りさ
ばくことに成功し、結果として少ない家畜、狭い牧地で牧畜を継続する道を開いた。一方で
遠隔地においては、増加する一方の牧民の必需品を購入するために家畜数の規模を維持する
ことで牧畜を継続している。だが家畜数の増加は、広域的な視点から見れば牧地の環境への
負荷として機能し、モンゴル国においてはゾドのリスクを増大させ、内モンゴルではすでに
禁牧や草畜平衡といった規制を通じて家畜頭数の圧縮が図られている。 
こうした傾向に対応し、家畜を効率的に商品として出荷するため、モンゴルの牧民は例え
ばメス畜の比率を上げ、さらに内モンゴルの牧民においては多くがすでに搾乳も止めている。
こうした傾向は一般に郊外において顕著ではあるが、遠隔地においても例外ではない。モン
ゴル族は、一般に仔畜を食べることを嫌ってきた。食べる対象としての家畜は、群れの再生
産に寄与しない去勢オス、しかも大きく育った成畜であった。メス畜の比率が増えるという
ことは、仔畜（特にオス）を速やかに売却し、彼らの好物である去勢オスを手元に残さない
ことを意味している。こうしたほうが、家畜の回転率は上がる。 
また搾乳に関しては、小家畜に関しては仔畜を速やかに育てるために搾乳を止め、ウシに
関しては禁牧などに対応するため売却して止めている。彼らの食生活は、冬に肉を食べ、夏
に乳製品を食べるという季節性が存在したが、これはもはや望むべくもない。それどころか、
乳茶に入れる牛乳もないため、粉乳を購入して茶に入れるのが現状である。 
そこには二重経済論で想定されたような、生業経済を保持する余地はきわめて小さい。む
ろん、モンゴル国の遠隔地において生業性の残存は最大であり、内モンゴルの郊外において
最小であるという差異は見いだせる。また、ウマの使い方などにモンゴルの独自性を見出す
ことも可能ではある。しかし、生業の論理と市場経済の論理が並立するような状況がグロー
バル資本投下期の現在も継続しているかと問われると、すでに後者がモンゴルの牧民生活に
おいては圧倒的に重要な地位を占めているように思われる。また、日本の農業の現状を見て
も、微細な生業性というものはなかなかゼロにはならないが、その微細な残存をもって二重
経済を称するのは本来の定義から逸脱するものになろう。その意味で、モンゴルにおいても
移行期には二重経済的な状況は存在したと思われるが、移行期の終了をもってその状況は質
的に変化したと理解するべきであろう。 
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